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1. は じ め に
わが国現代税制の原点は昭和24年 (1949年) に シ ャウプ使節団 (Shoup
Mission)によって発表された「シ ャウプ使節団日本税制報告:書」lReport on
Japanese Taxation by the Shoup Mission,以下では「シ ャウプ勧告」
と略称する。 ) に 求 め る こ と が で き る。 シ ャウプ勧告に基づいて昭和25年
( l950年)に実現されたシ ャウプ税制は, わが国の税制史上画期的な改革
として重要である。そればかりでなく , 現行税制を検討する場合, シ ャ ウ
l
プ動告は比較されるべき1つの規範を提供してくれる点でも意義深い。一
方,税制はそれぞれの時代の社会的要請を反映する。と り わ け, わが国の
税制は社会的要請に応じて大きく変化してきた。 このような観点に立つ
時, いかなる社会的要請の下にシ ャウプ勧告が登場し たのかが間題とな













さ ら に, その税制改革にはどのような社会的要請が存在したのかを第6節
で明らかにする。
2. 明治推新政府の財政的基礎の確立





組税徴収権を中央政府に集中する必要があった。 明治4年 ( l87l年 )  に 行
なわれた廃落置県は組税徴収構の中央集中を意味するものであり, 明治維
新政府の財政的基礎の確立にとって重要な意義を持つものであった。 それ
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改正条例は次のような内容のものだった。








地 組 収 入
(千円)
カ パ - 率
(%)
明治5年 20,052 35
明 治 6 年 62,679 60,604 97
大蔵省百年史編集室編 「大蔵省百年史 別書」昭和44年より作成
2 税率 従来の地租では5公5民, 4公6民など各瀋によって様々だ
ったのが, これが全国的に百分の3の定率とされた 。
3 収益物件 従来の現物納が廃止されて, 一律に貨幣納とされた。
4 納税義務者 地券の交付によって確認された土地所有者とされた
( 注 l )〇
この改正の結果, 政府の歳出総額のほとんどが地組納入によってカパー







( 注 1 )  地券は土地の所有組の確認と地価の決定を目的と して,明治4年(187l
年) l2月以降交付された。
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れた 。 地租改正条例と地方税規則の公布は , わが国近代税制確立への第1
歩を標すものであった。 さ ら に ,明治21年( l 888年)の市町村制,明治23
年(1890年)の府県制の公布に伴い, 地 方 税 制 は 次 の よ う に 整備された。
ま ず , 府 県 税 につ い て は 独 立 税 と し て 営 業 税 , 雑 種 税 , 戸 数 税 ( ま た は 家
屋 税 ) , 国 税 付 加 税 と して地租割,所得税付加税が設けられた。 市町村税
に ついてl;t, 独立税として段別税およびその他の特別税が, 府県税付加税
と し て 戸 数 税 ( ま た は 家 屋 税 ) , 営 業 割 が , 国 税 付 加 税 と して地租割,所
得税付加税が設けられた。 こ う し て ,  地方財政の基礎が確立された ( 注 2 )。
明治17年(l884年)には地租条例が制定され,地租は法定地価の2.5 パ
ー セ ン ト に固定された。明治l8年( l 8 8 5年)から明治21年(1888年)まで
帳薄図面と実際との異同を調査する地押調査が行なわれた 。 明治22年 (18
89年) には地券が廃止され, 土地台帳に登録された地価力、法定地価とされ
た。同年8月には田畑地価特別修正(減税)が行なわれた 。 この頃に な る
と間接消費税が地租に代わって重要性を増してきた。 と り わ け, 酒造税則
が明治13年 (1880年) に制定され, それ以降収入が増大して行 つた。明治
15年(1882年)と明治l9年(l886年)に自家用酒造制限の強化が行なわれ
た 。 酒税以外の間接税としては,関税, たばこ税, し ょうゆ税などが重要
性を増して行 つた ( 注 3 )。 さ ら に, 明 治 2 0 年 ( l 8 8 7 年 ) に は, 直 接 国 税 と し
て所得税が新設された。 この所得税は, 法人以外の個人の資産および営業
から生ずる年間3百円以上の所得に対して, その所得を5等からl等まで




( 注 2 )  しかし, 当時においては住民の担税能力が一般に乏しく, これ以降シ
ャウプ税制の実施までの間,町村財政は窮乏してゆくことになる。
( 注 3 )  この時期の租税収入の6割あまりは地租, 2割あまりが酒税によるも









こ う し て, わが国の税制は意法によって保障されるものとなった。こ こ
において初めて, わが国における近代税制の成立を見ることができる。 そ
して, その構造は地組と酒税を中心としたものであったところに特徴があ





の時期は, わが国における近代税制の創立期であった。これは, また, 明
治維新政府の財政的基礎の確立をも意味している。
3. 戰争のための税制一前期 日清・日露戰争







增税は,地組税率の2.5 パ ー セ ン ト か ら 3.3 パ ー セ ン ト への引き上げと酒
税, し ょ う ゆ 税,業たばこ専売等の増収, 印紙税の新設等の消費税の増徴
を中心としたものであった。 この結果, 明治32年度の酒税収入は4千8百
91万8千円となり, 地租収入(4千4百86万1千円) を抜いて組税収入の
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第 l 位 を 占 め る に至 つた ( 注 4 )。 また , 同年には所得税の改正が行なわれ,
所得が法人・利子・ 個人の3種に区分され, 法人も課税対象とされること
に な っ た。個 人 所 得 に は 1 パ ー セ ン ト か ら 5 . 5 パ ー セントまでの累進税率
が 適 用 さ れ る こ と と な っ た一方, 法人所得には2.5パーセントの比例税率
が適用され, 中国大陸はじめ在外地企業は免税とされた。 さ ら に, 配当所





た 。 明治37年3月政府は戰費の財源に充てるため大幅增税を提案し, この
提案は識会の協費を得て同年4月1日から実施された。 この増税計画は
「非常特別税法」 と呼ばれた。非常特別税法の実施によって地租,所得
税 , 営 業 税, 酒税,砂糖消費税, し ょうゆ税,登録税,取引所税,狩猟免
許税, 鉱区税および各種の輸入税が増徴され, 毛織物消費税と石油消費税
が新設された。 また, 国の財源を確保するために地方税の付加税が制限さ









の輸入税が増徴され, 小切手に対する印紙税,砂金採取地税, 通 行 税, 毛
( 注 4 )  大蔵省百年史観集室編「大戴省百年史 別巻」 昭和44年 l91頁参照
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た ( 表 2 参 用 )。第1次増税では総額6千2百20万円が増徴された。その内訳
は地aが38.4パーセント , 砂糖消費税がl3.2パーセント , たばこ専売益金
がl3.6パーセントであり, この3者の合計は4千6 l万円となり, 全体の
65.2パーセントに達していたという ( 注 5 )。第2次増税計画においても総増
収計画額のうちの4分のlに相当する千8百64万円が地組の増徴によるも
のであったという ( 注 6 )。第 l 次 ,  第2次の非常特別税による増収は主に地
組の增徴によるものであったことが, これらの数字から明らかである。 さ
ら に, 第l次増税における地租の増収予定額の内訳は市街宅地分8.6 パ ー
セ ン ト, 郡村宅地分l6パーセントであって, 残りのl5パーセントは宅地以
外の土地(主として農地)の分であり, 第2次増税においても市街宅地分
24パーセント, 那村宅地分12パーセント, その他の土地64パーセントであ




て施行された。 しかし, 政府は, その経費の膨張に鑑みて明治39年3月に
この法律を改正し, 非常特別税を恒久税に した。 これに伴つて税制の整理
が計画された。明治4l年(l908年) l月に提案された第1次組税整理案は
發会によって否決されたが, 明治43年 (l910年) に提案された第2次租税
整理案は一部修正を受けたものの可決された。 この結果, 地組, 営業税,
相続税, 総物消費税,売集営業税, 砂鉱区税,登館税, 取 引 所 税, 狩斑
(注5 )  開 雄 著  「財政史」東洋経済新報社 90買
(注6)  同 上 書 9 0̃9 l買




税, 印紙税等が減税された。 と り わ け,宅地地組の定率が地価の2.5パー
セ ン ト ,宅地以外の地組が4.7 パ ー セ ン ト と さ れ る一方,宅地地価が修正
されて4.4倍引き上げられた。 この改正による減税は結局, 平年度分で千
6百22万円であり, その約4分の3 は地組, 営業税, 相続税の減税による
ものであったという ( 注 8 )。 さ ら に, この租税整理の結果, 地方税について
は地組の本税が改正され宅地地租の大幅な増税となったため, 地租付加税
の制限率が宅地に対するものと田畑に対するものと, その他に対するもの
と 3 種 に分類され, 異なる税率が設けられた。 また, 第2種所得税に対す
る付加税が廃止され, 国税の付加税については, 本税の改正によって地方
税の税額に著しぃ影響を与えないように制限率が改正された。




合資会社を含む甲に対しては第3種所得税と と も に 超過累進税率を通用
し, 20人以上で組機される株式会社, 株式合資会社, その他の法人を含む
乙に対しては比例税率を適用することとされた。 また, 第3種所得税につ
いては免税点を4百円に引き上げるとともに, 動労所得と小所得に対する
控除額を設けた。大正3年(19 l 4年)に も田畑地租, 営業税, 相統税の税
率が引き下げられた。
一方, 関税については明治39年(l906年)に関税定率法が改正された。
この結果, 報復関税の規定が設けられ, また, 免税品目も拡張され, 税表
の配列の簡素合理化および従量課税の原則が採用された。こ う し て, 第 l
次非常特別税の施行以前においては全輪入額の9.7パーセントでしかなか















れ て い た イ ギ リ ス , フ ラ ン ス ,  ドイツ等の国々との協定税率の期限が明治
44年(191l年) 7月で切れることによるものであった。 この改正では原料
品には免税または軽報を行なう反面, 完成品の特定のものは重藤するとい
う ,  国内産業を保發する立場に立つものであった。
表2 国民所得に対するa税a組率 (国税 ・地方税合計)
(質料) 昭和元年(l926年) までは, 国税庁「国税庁統計年報書 第100回配
念号」 (昭和5l年)59買,それ以降は,大蔵省財政史宣組「昭和財政史終
戦から講和まで l 9 統 計」東津経済新報社昭和53年269買
近代税制の創立期であったl890年前後と日露戦争終了時のl905年とでは
組税負担率が大きく異なっている( 表 2 0照)。 これは戦争遂行のために増税
が行なわれた結果である。 また, 日露戦争終了後もしlf ら く の 間, 高いa
税負担が続いている。 これは前述の税制整理にもかかわらず, 基本的には
戦争遂行のための税制が維持された結果である。





年X - 般 会 計
734648
特 別 会 計 合 計
大正3年 859,543 1,594,191
″ 4 ″ 708,6l6 899,570 1,608,186




″ 6 ″ l,084,958
1,479,1l6
2,505, 427
″ 7 ″ 3,536,503
″ 8 ″ 1,808,633 2,688,589 4,497,222
大蔵省百年史編集室編 「大蔵省百年史 別著」昭和44年より作成
4. 戦争のための税制一後期 第 1 次 ・ 第 2 次世界大戰
大正3年 (1914年) から大正7年 (1918年) にかけて第1次世界大戦が
起つた。 大戦中には軍備の拡張, 製鉄所の拡張, 鉄道の建設と改良等の政
策を行なう経費をまかなうために財政が急速に膨張した(表3参照)。 そこで,
大正7年には所得税と酒税が増徴され, 戦時利得税も新設された(注1o)。 大
正 6 年  (1917年) に す で に地租収入を抜いて租税収入の第1位を占めてい
た所得税収入は, こ れ 以 降, 酒税収入とともに租税収入の中心となった
(注1 l )
〇









( 注 l l )  大蔵省百年史組集室編「大:識省百年史 別巻」昭和44年 192頁参照
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3 第3種所得税(個人所得税)については, まず, 法人から受ける配
当および賞与の6割が個人所得に総合されることとなり , さ ら に, 税率も
改正されて, 小所得に対する税率が低められ大所得に対する税率が高めら




さ れ る こ と に な り ,  それによって, この改正の社会政策性は相設されるこ
と と な っ た (注l2)。
大正15年には次のような内容の本格的税制改革が行なわれた。











省百年更a集宣a「大蔵省百年史別管」用和,t4年 l92買- l23- l l
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6 編織物に対する消費税が免除され,通行税, し ょ う ゆ 税, 売薬税等
が廃止された。
このような大正15年(1926年)の改正によって直接税は所得税を中心と
し , 相続税以外に地組, 営業収益税, 資本利子税を補完税とする体系に整
備された。 また, この改正では小所得者を保發し担税能力に応じた税制を
目指した整理が行なわれたところに特徴がある。 こ う し て, 所得税制は明
治32年の改正に続いて大正15年の改正に よ っ て一段 と 整 備 さ れ る こ と に な
った。 しかし, 大正15年の改正では通行税などの若干の間接税が廃止され
る一方で酒税, 関税が引き上げられ, 清涼飲料税も新設されている。 この
結果, 大正15年の改正では大正9年と同様に, その社会政策性が相殺され


























れ, さ ら に,翌昭和13年(l938年)には支那事変特別税法が制定された。












る反面, 累進税率が適用される総合所得税では最高税率が65パ ー セ ン ト に
押えられた結果,必要な税収分は, 主として,分類所得税の税率引上げに
求められた。つまり, この体系のもとでは税源は従来より低い所得属に求
められることになったのである。 さ ら に, この体系では免税点の引き下げ
が行なわれており, 所得税は大兼課税的性格を帯びることになった。 これ


















昭和16年( l94 l年) l l月, 酒税, 遊異飲食税などの間接税が増税された
後, 12月8日に日本は第2次世界大戦に突入した。大戦中には, 増大する
戦費の財源に充てるために毎年增税が行なわれた。 昭和l7年 (l942年) に
は所得税などの直接税を中心に增税が行なわれた。 翌昭和l8年 (l943年)
には酒税, 物品税などの間接税を中心に して増税が行なわれた。 同年には
納税施設法が制定され, 民間に発達してきた納税組合が徴税の補助機関と
して動員され, 徴税の強化が計られた。昭和l9年(1944年)には直接税,
間接税の全面に渡つて戦時最大の記録的増税が行なわれた (注l6)。 こ う し
て, 国全体をあげて戦争に投じた結果国家財政の比重が増大し, は と ん ど
の税目が国税とされてしまい, わずかのものが地方税として残されるにす












されていった。昭和13年 (l938年) に臨時租税措置法が制定され, 減免税
措置が初めて規定され ,次いで,翌昭和14年(1939年)にはこれが拡大さ
れた。昭和l5年,昭和17年( l942年),昭和l9年(1944 ) ,昭和20年(1945
年) にそれぞれ行なわれた税制改正では重要産業に対する減免税措置がと
られた。 と り わ け ,昭和20年6月の戦時緊急措置法によって税の特別措置
に ついて政府は, 他の法令と関係なく臨様の措置を行なえる権限を持つに









l 2  I4 l 6  l8 20 年度(昭和)
大想省百年史編集室編「大蔵省百年史 別書」昭和44年 l33頁 ょ り作成
第1次世界大戦勃発(1914年)から第2次世界大戦終結( l945年)に至
る期間には以上のような戦費調達のための增税が頻繁に行なわれた。 この
期間の税制は, ま さ に , 戦争一色 に 塗 り 潰 さ れ て い た。
(前ペー ジ ( 注 l 7 ) よ り 続 く )  対35であったのに対して, 昭和l9年におけるこ
の比率は93.7対6.3であった。 一橋大学経済学研究所編 「解説 経済統計」
岩波書店 昭和4l年 190頁
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5. 戦後財政の立て直し
昭和20年 (1945年) 8月l5日, 日本は敗戦した。 翌昭和21年 (1946年)
2月16日に 「経済危機緊急対策」 が発表された。 これは, 1 預金封鎖,
新円切り替え, 財産税実施のための財産調査をふくむ金融財政対策の実施
2 米,石炭を中心に新しぃ公定物価体系の設定, 3 不正不当な食料退
蔵の摘発および米麦の動員, 4 隠退蔵物資の動員とその適正な配給, 5
失業者のための緊急就業対策の実施を目的とした総合政策であった。 この
総合政策は一般に金融緊急措置とも呼ばれている。 第2次世界大戰終結後
初めて昭和21年 (l946年) に行なわれた税制改正は, この金融緊急措置に
よって設けられた新価格体系への対応を目的としていた。 その内容は, イ
ンフレ ー ションに応じて分類所得税の基礎控除や免税点を引き上げること






支払價務を職時補償特別税の課税によって, 事 実 上 打 ち 切 ろ う と す る も の
であった (注18)。同年1l月には財産税が実施された。 財産税は財政再建, イ
ンフレ ー ションの阻止および戦時利得没収を目的と してぃ た (注19)。 同年12
月, 增加所得税法が制定された。 增加所得税は負担の公平, 財政収入の確
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昭 和 2 l 年 ( l 9 4 6 年 ) l l 月 3日,大日本帝国意法が全面的に改正され, 新
に日本国題法が制定された。 この新意法では 「国民は, 法律の定めるとこ
ろ に よ り, 納税の義務を負ふ。」 (第30条) , 「あらたに組税を課し,又
li現行の租税を変更するには, 法律又は法律の定める条件に よ る こ と を 必
要 と す る。」 (第84条)という表現に見られる 「法なければ税なし」 と い
う租税法律主義が疆われた。 昭和22年 (l947年) に租税法は 2度に渡つて















必要があった。 そこで, 地方税法および地方分与税法が改正され, 家屋台- l29- l 7
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帳および土地台帳法が設けられた。 地方税に関する改正の主な点として
は, 遭付税制度の廃止, 地租, 家屋税, 営業税を府県の独立税としたこ





するための非戦災者特別税の新設である(注2o)。 その他,インフレー シ ョ ン
による名目所得の増大, 物価の上昇に伴い所得税, 法人税の直接税と酒
税, 清涼飲料税,入場税, 物 品 税, 骨牌税の間接税と登録税,狩環免許
税, 印紙税の流通税が増徴された。 昭和22年改正の中で最も注目すべき点
は, 第1回改正において前述のように直接国税について申告納税制度が全
面的に採用されたことである。 も っ と も, 申告納税制度はこれ以前におい
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率の大幅な引き下げ, 資本に対する課税の廃止, さ ら に, 外貨導入のため
に外国法人の普通所得に対する税率の内国法人と同率への引き下げ, が行
なわれた。所得税, 法人税の負担経減による減収の一部を補うために取引
高税も設けられた ( t22 )。 この改正でl 1t所得税についてl5パーセントの配当
控除制度が設けられたことが注日される。 このことは昭和23年の改正が投
資を優遇することによって, 証券の民主化, 株式の大衆化を行なおうとす
る も の で あ っ た こ と に よ る も の で あ る。 また, 配当控除は配当金に対する
2重課税の防止のために必要であり , この意味でもこの制度l;t合理的なも




税に移された。 営業税が廃止され事業税, 特別所得税, 鉱産税が加えられ
た。 酒消費税,電気ガス税,木材引取税, 使用人税,余裕住宅税, 接客人
税が設けられた。 また,地租, 家屋税, 道府県民税, 市町村民税, 鉱区
税, 不動産取得税の税率が引き上げられた。昭和22年に続く , こ の よ う な
地方税改正の結果, 地方税収入l;tかなりの伸びを示し た (表5C照)。
表5 田 秘1年から用和23年にかけての地方税収入の伸び
(単位百万円)
年Xa 税 収 入(国税地方税合計) 地 方  税 収 入 地方税の割合(%)
昭和2l年 4 l, l63 3.726 g- l
″22″ 209,363 20. l98 9.6
″23″ 522,540 76,584 l4 .7
一橋大学経済研究所組「解競 経済統計」岩波書店 昭和4l 年  l90買より作成
(注22) 取引高税とは, 営業者が営業として行なう取引に藤税する ものであ
る。 取引高税が際される営業は物品販売業に限られず, 各種の営業に及んで
いた。 - l 3 l - l 9
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以上のように, 第2次世界大戦終結直後の期間(l946年からl948年)に
行なわれた税制改正は, 戦争によって破壤された財政を再建しょ う と す る
ものであった。
6. ドッジ ・ ラインと税制改正の必要性







目標として据えている。 さ ら に,この決定は対日経済政策の大筋として,
1 生産の増大, 2 高い輸出水準の維持と労働争議による作業の停止を
最少限に食い止めること , 3 インフレーションへの厳しい手段による対
応, 4 速やかな均衡予算の達成, を掲げている。こ の よ う な ア メ リ カ 合
衆国国家安全保博会我の决定のうちの経済政策に関係する部分が「経済安
定9原則」 に取りまとめられ, 昭和23年(l948年)12月18日に日本で発表
された。その内容は, l 総合予算の真の均蘭化, 2 収税の強化, 3
融資の規制, 4 賃金の安定化, 5 価格統制の強化, 6 お替管理の強






日の配者会見において, 財政と金融を引きしめてインフレーシ g ン を 抑 制




と, そして, 日本人は自らの手でより安い生産費で生産し, 貯書と節約に
よって資本を書積しなければならないことを主張した (注23)。 その後, ド ッ
ジはインフレーション抑制のために次々に具体的政策を明らかに しは じ め
た。その政策のlつが超均衡予算の実現であった。すなわち, 昭和24年3




億円の黒字が出るものであった。 さ ら に, 一般会計も支出の中には法定以
上の大規模な債務償通が組み込まれているなど, 実質的な黒字予算であっ

















年 :55.3,昭和24年 : l26.6であった。 一橋大学経済研究所編「解 説 経
済統計」岩 波 書 店 昭 和 4 l 年 120買- l33- 2 l
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し, このような日本の経済状況にもかかわらず, 「経済安定9原則J , よ
り具体的にはドッジ ・ ラインの遂行は国民の租税員担の強化となって現わ
れた。 ちなみに, 昭和24年(l949年)における国民の租税負担は戦前, 戦
後を通じて最も重いものとなった (表2参照)。 これに対 し て ド ッ ジ は 何 ら 抜
本的な政策を行なわなかった。 こ う し て, 来るぺき税制改革に対して大幅
減税が期待されることになった。 減税はシ ャウプ税制に対する大きな要請
となっていたのである。







で ) の 期 間 で あ り, これを「戦後財政の立て直し」 のための税制と捉え
た。 この区分は税制に対する社会的要請の変化に従つたものである。 この
よ う に 区 分 す る こ と に よ っ て, わが国の近代税制が受けた戦争による影響
の大きさが強調される。時間的に見た場合, 大正時代後半(1920年頃)か
ら昭和の初期 (l930年頃) にかけて約10年間程租税負担が一時的に軽減さ
れた時期を除いたと しても, 明 治 維 新 ( l 867年) 以降シ ャウプ税制の登場









善するものではなかった。 こ こにおいて, わ力;国の税制はひとつの行き請
りに達した。 こうして, 税制改革が必要とされるに至つたのである。
ところで,  この税制改革に対しては前述のように減税を求める声が強か
った。 しかし, 税制改革の基本とされたシャウプ動告を作成したシ ャ ウ プ
使節団の日本税制検討の日的は, 次の3項日だったという (注26)。ll l  予算
全体の経費を充当するため税収を最大限にあげること。 (2) 組税最担のよ
り公正な分配を促進すること 。(3) 国, 府県及び地方政府の間に税源を配
分 す る こ と 。 ここに掲げられた3項日の中には, 減税要求を反映するよう
な目的は全く見られなぃ。 むしろ, 組税a担を強化する幅向すら見られ
る。 こ の こ と は, 当時の連合国司令部と日本政府との間には税制改革につ
いて, 見解の基本的な相違があったことを示している。 この食い違いこそ
が, 昭和25年(l950年) に実現されることになるシ ャウプ税制の, その後
の行方を決定する大きな要因となるのである。
(注26) 大蔵省財政史宣編 「昭和財政史 終戦から講和まで 7 a税lll」
東洋経済新報社昭和54年 3 7 2 買- 135- 23
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